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１． 公共施設マネジメントに係る国の動き
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１．公共施設マネジメントに係る国の動き

3H30.4.23 公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けた説明会 総務省資料



１．公共施設マネジメントに係る国の動き
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経済財政運営と改革の基本方針2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～
（平成30年6月15日閣議決定）

（公的ストックの適正化）

長寿命化を徹底し、地方の単独事業も含め、効率的・効果的に老朽化に対応するととも

に、各地方の実情に応じたコンパクト・プラス・ネットワークの考え方等に基づき公共施設の

統廃合を推進する。長寿命化等による効率化の効果も含め、できる限り早期に、インフラ

所管省は、中長期的なインフラ維持管理・更新費見通しを公表する。また、地方公共団体

への更新費用試算ソフトの提供等を含め、技術的・財政的支援を通じて、地方公共団体が

３年以内に長寿命化等による効率化効果を示すよう促す。

「公共施設等総合管理計画」の「見える化」について、公営企業施設に係る記載などを含

め、その内容を充実させる。「個別施設計画」の策定率の低い分野については、関係府省

が、ガイドラインの策定、交付金等における計画の策定要件化等により、実効的な計画策

定を支援する。また、地方公共団体ごとの計画策定状況や長寿命化等の対策の有無等を

「見える化」し、先進・優良事例の横展開を行う。「個別施設計画」を踏まえ、2021年度まで

に「公共施設等総合管理計画」の見直し・充実を進める。

第３章 「経済・財政一体改革」の推進

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題

（２）社会資本整備等



１．公共施設マネジメントに係る国の動き
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経済財政運営と改革の基本方針2019（仮称） 原案

（公的ストックの適正化）

長寿命化を徹底し、地方の単独事業も含め、効率的・効果的に老朽化に対応するとともに、各
地方の実情に応じたコンパクト・プラス・ネットワークの考え方等に基づき公共施設の統廃合を推
進する。
インフラ所管省は、長寿命化等による効率化の効果も含めた中長期的なインフラ維持管理・更
新費見通しを公表するとともに、新経済・財政再生計画に定めた「地方公共団体による３年以内
の維持管理・更新費見通しの公表」を着実に促すため、その標準的な算定方法を示すなどの必
要な支援を行う。また、「個別施設計画」が2020 年度までに確実に策定されるよう、必要な対策
を講ずるとともに、インフラ所管省は、個別施設計画等に基づく集約・再編、廃止等の状況を毎年
度点検し、フォローアップを行う。
「公共施設等総合管理計画」における公営企業施設分を含めた地方自治体ごとの策定状況や
「個別施設計画」における地方自治体ごとの長寿命化等の対策の有無等の「見える化」の内容の
更なる充実、先進・優良事例の横展開を図る。また、インフラメンテナンス国民会議等を通じた先
進・優良事例の全国展開を推進する。「個別施設計画」を踏まえ、2021 年度までに「公共施設等
総合管理計画」の見直し・充実を進める。

第３章 経済再生と財政健全化の好循環

２．経済・財政一体改革の推進等

（２）主要分野ごとの改革の取組

②社会資本整備



１．公共施設マネジメントに係る国の動き

H30.4.23 公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けた説明会 総務省資料 6
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１．公共施設マネジメントに係る国の動き
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公共施設等の適正管理の更なる推進について（平成３０年４月２５日付け事務連絡）

第一 改定指針に基づく総合管理計画の策定・改訂等について

二 総合管理計画の充実について

３ 公共施設等の現況及び将来の見通しの一項目として、公共施設等の維持管理・更新等

に係る中長期的な経費の見込みを総合管理計画に記載することとしているが、経年や団

体間の比較可能性を高める観点から、30年程度以上の期間に関し、普通会計と公営事業

会計、建築物とインフラ施設を区分し、維持管理・修繕、改修及び更新等の経費区分ごと

に示すこと。その際、個別施設計画の策定の進捗に合わせ、当該個別施設計画で定めた

具体的な取組の効果を反映したものとするとともに、既存施設を耐用年数経過時に単純更

新した場合の（自然体の）見込みも記載し、長寿命化対策等の効果額を示すこと。



１．公共施設マネジメントに係る国の動き

9H31.4.25 全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議 総務省資料



１．公共施設マネジメントに係る国の動き
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H30.11.26 地方公会計の活用について 総務省資料



（参考）公共施設等総合管理計画の「見える化」

11H31.4.25 全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議 総務省資料



（参考）公共施設等総合管理計画の「見える化」
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新経済・財政再生計画 改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議）



（参考）公共施設等総合管理計画の「見える化」
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新経済・財政再生計画 改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議）



（参考）公共施設等総合管理計画の「見える化」
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新経済・財政再生計画 改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議）



２． 個別施設計画の策定について
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２．個別施設計画の策定について

H25.11 インフラ長寿命化基本計画抜粋
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２．個別施設計画の策定について

経済・財政再生アクション・プログラムにおける記載
（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）

（１） 持続可能な都市構造への転換と公共施設ストックの適正化

・ ・ ・必要な機能を維持しつつ、公共施設等の集約化・複合化等を図るため、２

０１６年度までに公共施設等総合管理計画を、２０２０年度までに個別施設計

画を全国の地方公共団体で策定することとし、策定した地方公共団体数によ

りその進捗を管理する。それに併せて、２０１７年度までに固定資産台帳を含

む統一的な基準による地方公会計の整備により把握される資産老朽化比率

等の指標のほか、住民一人あたりの維持管理に要する経費など、公共施設に

関する情報を「見える化」し、・・ ・

・ ・ ・国公有地の未利用資産等の有効活用を推進する。未利用資産等や売却

可能な資産に関する情報の「見える化」を進め、これらについて、国と地方公

共団体が連携し、民間からの提案も活用しつつ、最適利用の促進を図る。

・・・

第３章経済・財政一体改革の推進

５．主要分野ごとの改革の取組

（２） 社会資本整備等
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２．個別施設計画の策定について

経済・財政再生計画改革工程表2017改定版（平成29年12月21日）
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２．個別施設計画の策定について

H29.1.25 全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議 総務省資料



２．個別施設計画の策定について

個別施設計画の策定のためのマニュアル・ガイドライン等
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３．埼玉県内市町村の取組状況
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１．公共施設等総合管理計画の策定状況 全団体が策定完了

２．個別施設計画の策定状況（インフラ施設を除く）
（個別施設計画策定に係る調査結果抜粋（平成３１年４月実施））

３．埼玉県内市町村の取組状況

県内市町村の計画策定状況調査結果

個別施設計画（ハコモノ）について、９団体が策定完了、５４団体が策定中

策定済　　９団体
一部策定又は着手済　54団体

※平成３1年３月調査時点

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町

坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村
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３．各取組の完了（予定）年度

３．埼玉県内市町村の取組状況

県内市町村の計画策定状況調査結果

※個別施設計画をＨ３１またはＨ３２に策定予定とした団体が対象

（個別施設計画策定に係る調査結果抜粋（平成３１年４月実施））

（団体数）

H30までに
実施済み

H31
完了予定

H32
完了予定

庁内体制の整備 38 15 1

施設アセスメントの実施 17 31 6

庁内検討（担当課内検討） 11 26 17

再配置計画（アクションプラン）の策定 4 11 5

個別施設計画（案）の策定 0 16 37

議会・住民への説明 0 9 44

個別施設計画の策定 0 9 45



４． 埼玉県の取組
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４．埼玉県の取組
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４．埼玉県の取組
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埼玉県公共施設アセットマネジメント支援情報ポータルサイトについて

埼玉県では、市町村が取り組む公共施設アセットマネジメントの支援を目的として、埼

玉県のホームページに「埼玉県公共施設アセットマネジメント支援情報ポータルサイト」を

立ち上げ、以下のような公共施設アセットマネジメントに関する情報や、埼玉県・県内市町

村の取り組み等を紹介しています。

・ 公共施設等の適正管理に関する通知等

・ 公共施設等の適正管理に関する地方債措置や活用例

・ 埼玉県市町村公共施設アセットマネジメント推進会議の開催概要や資料

・ 市町村アセットマネジメント推進補助金の概要等

・ 県内市町村の公共施設等総合管理計画や固定資産台帳のページへのリンク 等

埼玉県公共施設アセットマネジメント支援情報ポータルサイトURL

http://www.pref.saitama.lg.jp/a0107/zaiseitantou/management.html
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埼玉県市町村公共施設アセットマネジメント推進会議

第１回 （6月25日）

個別施設計画策定の取組について

・住民との合意形成について

・補助金活用団体取組報告

アセットマネジメント実践検討部会

第２回 （9月）

個別施設計画策定の取組について

・外部有識者による事例紹介

（固定資産台帳の活用等）

第１回 （7月23日）
・施設維持管理費の削減の手法

第２回 （2月）
・総合管理計画の改訂及び
個別施設計画の運用について

グループＡ

第１回 （7月26日）
・実行性ある個別施設計画策定のポイント

第２回 （10月）
・空き施設等の有効活用について

第３回 （2月）
・総合管理計画の改訂及び
個別施設計画の運用について

グループＢ

（参考）令和元年度

埼玉県市町村公共施設アセットマネジメント推進会議予定


